


































⑶ 平成 24 決定は共犯としての罪責を問題とする前提として「因果関係」
という概念を用いたが，実はこれは最高裁としても初めてのことではない。最
































の処罰根拠」刑法雑誌 27 巻 1 号（1986）19 頁以下など。詳細は，林幹人・刑法の基礎理論
（1995）159 頁以下。
の先駆けは，共犯の離脱についての最高裁平成元年 5 月 26 日決定
7)
である。
共犯の離脱についてのそれまでの判例としては，最高裁昭和 24 年 12 月 17 日
判決
8)





































10） 平成元年度最高裁判所判例解説 175 頁以下（原田國男）。
11） 刑集 63・5・475。
12） この問題について，参照，小島陽介「精神的幇助における因果関係について」法学論叢 161




































13） 林幹人・判例刑法（2011）152 頁。さらに参照，嶋矢貴之「共犯の諸問題」法律時報 85 巻 1
号（2013）28 頁以下。
14） 刑集 67・4・437。
15） この概念は，すでに大判昭和 15・4・22 刑集 19・253 に見られる。
16） 判タ 733・232。
Ⅱ 現状の分析
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成 15 年 3 月 12 日決定
27)
などに従えば，告知義務を認めることは可能であろ
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⑸ 平成 24 年決定との関係で現在特に問題とされているのは，同時傷害罪
規定（刑法 207条）との関係である。平成 24 年決定は因果共犯論を採用し，自
己の行為と因果関係のない先行者の行為と結果については責任を負わないとし
た。この判示からは，因果関係が証明されない場合にも，承継的共同正犯とし
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35） 中森喜彦・刑法各論（第 3版）（2011）18 頁，西田典之・刑法各論（第 6版）（2012）47 頁
など。
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立教法務研究 9号（2016）Ⅰ頁など。
（2017 年 3 月 8 日脱稿）
脱稿後，最高裁平成 29年 12 月 11 日決定（LEX/DB25449113）に接した。本稿
で問題とした，いわゆるだまされたふり作戦の場合について，最高裁は詐欺未遂
罪の共同正犯の成立を認めた。本件の場合，不能犯の問題について「危険性」を
認める判断は理論的にあり得るものと思われるが，「その加功前の本件欺罔行為の
点も含めた本件詐欺につき，詐欺未遂罪の共同正犯としての責任を負う」とした
のは，疑問である。本件被告人は，「詐欺の被害金を受け取る役割である可能性を
認識しつつこれを引受け」たのであり，その時点で，故意も共謀も成立している。
そして，被告人の受け取ろうとした行為は，告知義務違反を構成する可能性があ
る。この点について検討すべきであったと思われる。
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